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Ⅰ．はじめに 

１．研究背景 

平成 12 年に施行された介護保険法は平成 18 年に改正が行われ、地域包括支援センター

（以下、包括とする）が創設された。業務開始当初、包括はネットワーク構築の取り組み

をほとんど行っていなかったが、法改正から 3 年以上が経過し少しずつ取り組みがなされ

るようになった。 

２．先行研究の到達点 

文献のレビューを行った結果、包括の地域におけるネットワーク構築に関する実証的な

研究は１件だけであった。そして民生委員と包括の間には他組織よりもネットワーク構築

が進んでいること、民生委員が地域の医療機関や行政機関とのつなぎ役を担っていること

がわかった。このように、民生委員が包括と連携する際の課題や問題点については十分な

検討が行なわれていない。 

 

Ⅱ．研究目的 

① 民生委員が包括と連携・共同する際の課題や問題点について明らかにする。 

② 民生委員の包括との関わりの実態と関わりに差異をもたらす要因について明らかに

する。 

 

Ⅲ．研究方法  

１．目的①について 

１）対象：調査対象はＡ市の全民生委員（58 名）であった。２）調査方法：調査は自記式

質問紙を用い配票留置郵送回収法で行った。27 名から回答が得られ、回収率は 46.6％であ

った。調査項目は「住民からの相談経験」、「住民からの相談内容」、「包括への相談経験」、

「相談回数」、「（包括への）相談内容」、「包括への相談時の対応の満足度（以下、対応満足

度）」、「相談しない理由」、「相談以外の連携」、「連携強化のための方策」、「包括および他組

織との連携の度合い」、「包括の活動全体に対しての満足度（以下、全体的満足度）」、民生

委員の属性など全部で 17 項目であった。３）分析方法：分析は、①包括との連携の実態と

②連携に関連する要因の 2 つの視点から行った。ケース数が少ないため、統計的検定はノ

ンパラメトリック検定を用い、２群比較については Mann－Whitney 検定、３群以上の比較

には Kruskal Wallis 検定で行なった。有意水準はｐ＜.05 またはｐ＜.10 とした。分析は

統計ソフト SPSS17.0J を用いて行った。分析対象は回答が得られた 27 名全員であった。分

析対象の民生委員は、男性 12 名（44.4％）、女性 15 名（55.6％）で、年齢は 60 歳代が 22

名（81.5％）と最も多かった。民生委員の経験年数は１期と 2 期で 8 割近くを占めていた。 

２．目的②について 

１）対象：調査対象はＡ市で 2 期以上の経験がある民生委員とし、5 名の協力が得られた。

２）調査方法：5 名を１グループとしたフォーカスグループインタビューを行なった。イ

ンタビュー時間は１時間 45 分であった。インタビュー内容はＩＣレコーダーおよびビデオ

に記録した。実施時期は平成 21 年 1 月であった。質問項目は、①包括との連携の実態、②

包括と連携するメリット、③包括と連携する際の課題、④包括への要望、⑤行政への要望

であった。３）分析方法：インタビュー内容の逐語録を作成し、ＫＪ法にて分析した。 



 

Ⅳ．結果 

１．量的調査からみた民生委員と包括との連携 

１）連携の実態 

 民生委員による包括への相談回数は、「5 回未満」が 11 名（40.7％）、「5～10 回未満」が

10 名（37.0％）であった。相談内容（複数回答）は、「個別事例」が 16 件（相談内容に回

答した人の 59.8％）であった。包括の対応に対する満足度は、「満足」が 10 名（相談内容

に回答した人の 37.0％）、「やや満足」が 9 名（同 33.3％）であった。相談以外の連携につ

いては（複数回答）、「地域ケア会議」が 27 件（100％）であった。「包括および他組織との

連携の度合い」で包括とのかかわりについて「互いに開催している会議への参加・いつで

も相談できる関係」は 11 名（40.7％）、「職員や担当者の名前や顔がわかる関係」は 9 名

（33.3％）、「互いの組織の業務の支援・共同での業務の実施」は 6 名（22.2％）、「ほとん

ど関係がない」と回答した民生委員は 1 名（3.7％）であった。 

２）連携に関連する要因 

①包括への相談回数に関連する要因：過去 1 年間に住民から相談を受けた経験のある人で

は包括に相談する回数が有意に多かった（ｐ＜.05）。相談の内容別にみると、高齢者に関

する相談を受けたことのある人では包括への相談回数が多い傾向が見られた（P<.10）。担

当地区に関して課題や問題の種類を多く指摘している人ほど包括への相談回数が多い傾向

にあった（P<.10）。個別事例に関する情報収集のルートを多く持っている人ほど、包括へ

の相談回数が有意に多かった（P<.05）。 

②相談以外の包括との連携に関連する要因：包括の事業・行事にボランティアで参加する

割合については、あるいは包括の業務を認知している人ほど高い傾向がみられた（P<.10）。

併設されている特別養護老人ホームが主催する講習会・行事に参加する割合については、

ふれあいセンターとの関わりが強い人ほど有意に高く（P<.05）、民生委員としての経験が

長い人ほど高い傾向がみられた（P<.10）。気楽に何でも話せる職員がいる割合については、

民生委員としての経験が長い人ほど高い傾向がみられた（P<.10）。 

③包括および他組織との連携の度合いに関連する要因（表９） 

包括との連携の度合いに関しては、1 年間に住民から相談経験がある民生委員は、包括と

のかかわりの度合いに有意に差が見られた（P<.05）。高齢者に関する相談を受けた民生委

員は、包括とのかかわりの度合いに差がある傾向が見られた（P <.10）。民生委員経験年数

によって、包括とのかかわりの度合いに差がある傾向が見られた（P <.10）。過去１年間に

住民から高齢者に関して相談を受けた民生委員は、包括とのかかわりが深かった。また、

民生委員経験年数が長い人ほど、包括とのかかわりの度合いが深かった。 

④全体満足度に関連する要因：過去１年間に住民から相談された経験のある人、あるいは

自治会との連携が強い人ほど、全体的な満足度が高い傾向がみられた（過去１年間に住民

から相談された経験は P<.10、自治会との連携の強さは P<.05）。 

⑤民生委員からみた連携強化のための方策：「75 歳以上の世帯のアンケート調査を活用す

る」と「民生委員と包括の職員が顔を合わせ、お互いを知る機会を設ける」の回答がそれ

ぞれ 18 件（無回答 1 名を除いた 26 名対比で 66.7％）、「相談事例についてその結果を報告

してくれる」が 15 件（同 55.6％）、「包括職員が持ち込まれた課題に迅速に対応してくれ

る」が 13 件（同 48.1％）、「包括の機能をきちんと理解する」が 9 件（同 33.3％）であっ
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た。 

２．質的調査からみた民生委員と包括との連携 

民生委員と包括との連携に関して《地域での民生委員活動》《包括との関わり》《包括に

対する評価》の３つのカテゴリーが抽出された。《地域での民生委員活動》では【担当地区

の課題の把握】と【活動スタイル】が、《包括との関わり》では【フォーマルな関わり】と

【インフォーマルな関わり】が、《包括に対する評価》では【肯定的な評価】と【肯定的で

ない評価】がサブカテゴリーとして抽出された。サブカテゴリー間の関連について特徴的

であったものは、民生委員の【活動スタイル】である一匹狼的なスタイルが、【インフォー

マルな関わり】を通じて〔精神的な支え〕や〔専門的な機関〕といった【肯定的な評価】

へとつながっていたということであった。【肯定的な評価】がある一方で、〔まだ判断でき

ない〕〔各包括の活動の差〕〔営業〕〔今後の活動に対する不安〕といった【肯定的でない評

価】もあった。 

 

Ⅴ．考察 

１．民生委員にとっての包括の機能 

本研究では、量的調査において、民生委員の半数以上が直面した問題や課題の相談先と

して包括を利用しており、相談先としての満足度も高いことが明らかとなった。質的調査

の結果から、民生委員が相談先として包括に頼る理由が浮かび上がってきた。民生委員の

一匹狼という活動スタイルによって、身近にあり、敷居の低い相談先として包括が大きな

比重を占めていることが明らかとなった。 

２．民生委員と包括との連携の推進要因 

民生委員と包括の連携は、在支として活動していた時からの連携の財産を引き継いだ結

果として、混乱を起こすことなくスムーズに連携することができたのかもしれない。加え

て、多くの民生委員に問題事例の相談先として包括が利用されるようになったのは「地域

ケア会議」によって、包括の機能や役割についてより深く知り、包括の職員とも個別な人

間関係が形成されたことが大きく影響していることも明らかにされた。民生委員として地

域に根付き、住民の相談相手として活動している民生委員にとっては特に、相談先として

包括が機能することで包括との連携の程度が強くなり、その結果として包括への評価が高

くなると思われる。民生委員から提案された連携強化策として多くあげられた「75 歳以上

のアンケート調査の活用」と「65 歳以上の名簿の配布」は包括との連携に直接関与はしな

いが、この結果は、民生委員が地域の問題状況を把握し、その解決のために努力しようと

した場合には、自然に包括との連携が進展するということを意味していると考える。 

３．本研究の限界と課題 

 量的調査は標本数が 27 と少なかったため、今後はＡ市での知見がどれだけ一般化できる

か、標本数を増やすとともに、他の自治体で検証する必要がある。 

質的調査は今回 1 グループのみの調査となってしまったため、今回抽出された概念図の

妥当性を他のグループで検証することができなかった。量的調査と同様に、別の自治体の

民生委員を対象としたグループインタビューを実施し、知見の妥当性を検証する必要があ

る。 
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